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○京田辺市ええまちつくろう事業補助金交付要綱 

平成２９年３月３１日 

告示第５６号 

改正 令和２年３月３１日告示第７３号 

令和４年７月１日告示第２１４号 

令和４年１２月２８日告示第３２４号 

令和７年４月１日告示第５６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、京田辺市民、学生及び行政が協働してまちづくりを推進

するため、市民又は学生で構成する団体が自主的かつ自発的に不特定多数の

者の利益の増進に寄与する活動（以下「市民活動」という。）として実施す

る事業又は市と協働して実施する事業に要する経費に対し、京田辺市補助金

等の交付に関する規則（平成２年京田辺市規則第１９号）及びこの告示に定

めるところにより、京田辺市ええまちつくろう事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の種類及び対象者） 

第２条 補助の種類及び対象者は、次に掲げるものとする。 

（１） はじめよう補助金 設立３年未満の市民活動を行う団体 

（２） やってみよう補助金 設立３年以上の市民活動を行う団体 

（３） 学生いきいき補助金 ゼミ、クラブ、学生サークル等構成員の５割

以上が学生であり、市民活動を行う団体 

（４） 地域とつながろう補助金 区・自治会と連携し市民活動を行う団体 

（５） まちづくり提言トライ補助金 市が主催する学生等による京田辺市

のまちづくりの提言大会（以下「まちづくり提言大会」という。）におい

て提言発表を行った団体のうち市長が認めたもの 

２ 前項第１号から第４号までに規定する団体は、京田辺市市民活動団体情報

ウェブサイト登録要綱（平成２４年京田辺市告示第３６号）第５条の規定に

よりウェブサイトに登録がされている団体であるものとする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、
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次に掲げるものとする。 

（１） はじめよう補助金 京田辺市において多様化する課題の解決につな

がる事業又は市民活動団体の自立を促進するための事業 

（２） やってみよう補助金 京田辺市において多様化する課題の解決につ

ながる事業 

（３） 学生いきいき補助金 大学等の人的及び知的資源を効果的に活用す

ることで、京田辺市において多様化する課題の解決につながる事業 

（４） 地域とつながろう補助金 区・自治会と連携して実施することで、

京田辺市において多様化する課題の解決につながる事業 

（５） まちづくり提言トライ補助金 まちづくり提言大会において提言発 

表を行った事業のうち市長が認めたもの 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象事業を実施するために必要な経費のうち、別表第１に掲げるものと

する。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表第２に掲げる額とする。この場合において、算出

された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨

てるものとする。 

（他の制度との調整） 

第６条 補助金は、国、京都府又は市が交付する他の補助金等の交付を受けて

実施する事業については交付しないものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする団体は、市長が定める期限までに、京

田辺市ええまちつくろう事業補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 事業計画書 

（２） 収支予算書 

（３） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、同一年度内において、１団体につき１回限りと
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する。ただし、まちづくり提言トライ補助金における申請は、まちづくり提

言大会において提言発表を行った年度又は翌年度のいずれかにおいて、１団

体につき１回限りとする。 

３ やってみよう補助金及び地域とつながろう補助金における申請は、同一事

業に対し３回を限度とする。ただし、市長が特に必要と認めた場合はこの限

りではない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、当該申請に係る書類

の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、事業の目的及び内容がこの補助

金の趣旨に適合すると認めるときは、補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の適正な交付に必要があると認めるときは、条件を付して

交付決定をすることができる。 

（決定等の通知） 

第９条 市長は、補助金の交付を決定した場合は、京田辺市ええまちつくろう

事業補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、補助金を交付しないことを決定した場合は、京田辺市ええまちつ

くろう事業補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）により通知するもの

とする。 

（概算払） 

第１０条 市長は、補助対象事業の円滑な遂行を図るため必要があると認める

ときは、補助金を概算払により交付することができる。 

２ 補助金の交付決定を受けた団体（以下「補助団体」という。）が、概算払

により補助金の交付を受けようとする場合は、京田辺市ええまちつくろう事

業補助金交付概算払請求書（別記様式第４号）を市長に提出しなければなら

ない。 

（事業内容の変更等） 

第１１条 補助団体が事業計画書に記載した内容を変更するとき（軽微な変更

をするときを除く。）、又は事業を廃止するときは、京田辺市ええまちつく

ろう事業補助金変更承認申請書（別記様式第５号）を市長に提出し、承認を

受けなければならない。ただし、補助金の額を増額する内容の変更を申請す
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ることはできない。 

２ 市長は、前項に規定する変更承認申請を受けた場合は、当該変更承認申請

に係る書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、適当と認めるとき

は、京田辺市ええまちつくろう事業補助金変更決定通知書（別記様式第６

号）により通知するものとする。 

（補助団体の同意事項） 

第１２条 補助団体は、補助金の交付を受けるに当たり、事業の内容を京田辺

市のホームページ等で公表することについて同意しなければならない。 

（事業の実施） 

第１３条 補助団体は、事業を実施するに当たっては、補助金の交付決定通知

を受けた後において着手するものとする。 

（実績報告） 

第１４条 補助団体は、補助対象事業が完了（補助対象事業の廃止を含む。）

したときは、当該完了の日から起算して３０日を経過する日又は交付決定に

係る年度の３月３１日までのいずれか早い日までに、京田辺市ええまちつく

ろう事業実績報告書（別記様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に

提出しなければならない。 

（１） 事業報告書 

（２） 収支決算書 

（３） 事業に要した経費に係る領収書の原本又は写し 

（４） 事業に係る記録写真、資料等 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条に規定する書類を受理した場合は、その内容を審査

し、適当と認めるときは、補助金の額を確定し、京田辺市ええまちつくろう

事業補助金交付確定通知書（別記様式第８号）により通知するものとする。

ただし、補助金の確定額と交付決定額とに差異が生じない場合は、当該通知

を省略することができる。 

（補助金の請求） 

第１６条 補助団体は、前条に規定する通知を受けた後、速やかに京田辺市え
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えまちつくろう事業補助金交付請求書（別記様式第９号）を市長に提出しな

ければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１７条 市長は、補助団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） この告示又は補助金交付の条件に違反したとき。 

（２） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（３） 申請内容を大きく逸脱して補助対象事業を実施したとき。 

（４） 補助対象事業を承認なく変更し、又は廃止したとき。 

（５） 補助金を目的外に使用したとき。 

（６） その他市長が適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、第１５条の規定により補助団体に交付すべき補助金の額を確定し

た場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限

を定めて、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、京田

辺市ええまちつくろう事業補助金交付決定取消通知書（別記様式第１０号）

により通知するものとする。 

４ 市長は、申請者が第１項の規定による取消決定を受けてから２年を経過し

ない場合は、補助金の交付申請を受け付けない。 

（帳簿類の保存） 

第１８条 補助団体は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿

及びその証拠書類を整理し、補助対象事業の完了の日の属する年度の翌年度

から起算して５年間保存しなければならない。 

（委任） 

第１９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

（京田辺市市民活動推進補助金交付要綱及び京田辺市地学連携推進事業補助

金交付要綱の廃止） 



6/8 

２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

（１） 京田辺市市民活動推進補助金交付要綱（平成２５年京田辺市告示第

７０号） 

（２） 京田辺市地学連携推進事業補助金交付要綱（平成１８年京田辺市告

示第５０号） 

（経過措置） 

３ この告示の施行前に前項の規定による廃止前の京田辺市市民活動推進補助

金交付要綱又は京田辺市地学連携推進事業補助金交付要綱に基づき補助金の

交付決定を受けた者に対する取扱いについては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月３１日告示第７３号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年７月１日告示第２１４号） 

この告示は、令和４年７月１日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２８日告示第３２４号） 

この告示は、令和５年１月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

項目 内容 

報償費 外部の講師、指導者等に対する活動協力への御礼等（旅費

を含む。） 

※支出先が明確でない商品券、図書券等の金券は、対象外

とする。 

消耗品費 文具類等に係る経費 

※判断しがたいときは、単品の購入予定価格が１０，００

０円以内の物品を対象とする。 

印刷製本費 ポスター、チラシ等の発行物作成経費 

通信運搬費 開催案内等のための郵便料 

広告費 ホームページ作成等事業の宣伝広告に係る経費 

手数料 サービス料、振込手数料等 

保険料 ボランティア保険料等 
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使用料及び賃借料 会場及び設備使用料、借上自動車代等 

光熱水費 事業実施に伴い仮設した会場の電気、水道使用料等 

燃料費 事業実施に伴い仮設した会場の暖房用灯油費等 

原材料費 事業実施の主たる用途として必要な材料費 

旅費 鉄道賃その他の交通費、宿泊費等 

備考 

１ この表の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費としな

い。 

（１） 補助団体の運営に係る経常的な経費（電話代、光熱費代等） 

（２） 慰労、懇親及び交際を目的とした飲食経費 

（３） 備品購入費 

（４） 他団体の主催イベント等への参加負担金 

（５） 個人給付的な経費 

（６） その他市長が適当でないと認める経費 

２ 旅費については、まちづくり提言トライ補助金の対象となる事業の実

施に係る経費のみ交付対象とし、補助金の額の算出については、京田辺

市職員の旅費に関する条例（令和７年京田辺市条例第４号）及び京田辺

市職員の旅費の支給等に関する規則（令和７年京田辺市規則第１２号）

の一般職の例によることとする。 

別表第２（第５条関係） 

補助金の種類 補助金額 上限額 

はじめよう補助金 設立１年未満の団体は、補助対象経費

の５分の４以内の額 

設立２年未満の団体は、補助対象経費

の４分の３以内の額 

設立３年未満の団体は、補助対象経費

の３分の２以内の額 

５万円 

やってみよう補助金 補助対象経費の２分の１以内の額 １０万円 

学生いきいき補助金 補助対象経費の３分の２以内の額 １０万円 
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地域とつながろう補助

金 

補助対象経費の４分の３以内の額 １０万円 

まちづくり提言トライ

補助金 

補助対象経費の１０分の１０以内の額 ２０万円 

 


